
 1 

             様  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 重要事項説明書           

 

・ 利用契約書             

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

  デイサービス          
 

 

 

 

 

第一号通所サービス（横浜市通所介護 

相当サービス）利用契約書 



 2 

第一号通所サービス（横浜市通所介護相当サービス） 
 重要事項説明書 

 

１．事業者の内容 

名称・法人種別 工藤建設株式会社 

代表者氏名 工藤 英司 

所在地(住所) 横浜市青葉区新石川四丁目３３番地１０ 

業務の概要 

総合建設業、介護事業（介護付有料老人ホーム、住宅型

有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、グルー

プホーム、デイサービス、訪問介護) 

事業所数 

特定施設入居者生活介護事業所        １５箇所 

認知症対応型共同生活介護事業所       １箇所 

通所介護事業所                       ２箇所 

訪問介護事業所               １箇所 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   1 箇所 

合計 ２０事業所 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 名 
第一号通所サービス（横浜市通所介護相当サービス） 

デイサービス フローレンスケア港南台 

所 在 地 神奈川県横浜市港南区港南台６丁目 5 番 13 号 

事業者指定番号 １４７３１０１０５１ 

管理者・連絡先 

奥 知子 

ＴＥＬ：０４５－８３２－２０００ 

ＦＡＸ：０４５－８３０－４１０１ 

 
３．職員の体制               

職員の種類 業務内容 員数 常勤 非常勤 保有資格等 備考 

管理者 

事業所の従業者
の管理および業
務の管理を一元
的に行う 

1 1 0 介護支援専門員 
介護付きホーム 
管理者兼務 

生活相談員 

指定通所介護の
利用申し込みお
よび相談業務等
を行う 
 

2 2 0 介護福祉士 介護職員兼務 
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看護職員 

利用者に対する
バイタルチェッ
ク等必要な看護
業務を行う 

4 0 4 
看護師 
准看護師 

機能訓練指導員
兼務 

介護職員 

利用者に対する
日常生活のケア
等必要な介護業
務を行う 

7 2 5 
介護福祉士 
初任者研修 

生活相談員兼務 

機 能 訓 練 
指導員 

利用者に対する
必要な機能訓練
を行う 

4 1 3 
作業療法士 
看護師 

看護師兼務 

 
   （2023 年 12 月 1 日現在） 

 

４．事業の実施地域 

港南区全域、栄区全域、磯子区全域、戸塚区一部（舞岡町、南舞岡町） 

 

５．営業日および営業時間 

営業日 月曜日から土曜日まで 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

サービス提供時間 午前１０時００分から午後４時００分まで 

定休日 日曜日 

休業日 １２月２９日から１月３日まで 
営業時間外の連絡：０４５－８３２－２０００ 

 

６．当事業所の設備等 

定員 ２0 名 静養室 １ 

食堂兼機能訓練室 １室 ８７．１５㎡ 相談室 １ 

浴室 
一般浴槽と特殊浴

槽があります。 

 

 

７．提供するサービス内容 

日常生活介護 日常生活において必要な介護サービスを提供します。 

健康状態の確認 健康状態の確認を行います。 

機能訓練 
体操やリハビリ等、利用者の状態および介護予防ケア

マネジメント A に沿った外出や機能訓練を行います。 

レクリエーション 
音楽、遊戯、園芸等、趣味・嗜好を凝らした各種レク

リエーションを行います。 

入浴 入浴介助サービスを行います。 

食事 昼食およびおやつの提供を行います。 

送迎 車両による送迎サービスを行います。 
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生活相談 
利用者の生活、今後の対応、家族の要望等を含め、相

談に応じます。 

その他 その他、必要な介護サービスを提供します。 

 

第三者による評価実施状況 
有・無 実施日  

実施内容  

 

８．利用料金 

（１）利用料金については、別紙の「利用料金表」のとおりです。 

 

（２）キャンセル規定 

   利用者の都合でサービスを中止する場合、下記のキャンセル料が必要 

です。 

利用日の前営業日 午後５時３０分までに連絡した場合 無料 

利用日の当日 午前８時３０分までに連絡した場合 利用料の 50％ 

利用日の当日 午前８時３０分までに連絡がなかった場合 利用料の 100％ 

＊利用日の前日が、当事業所の休みの日の場合はご注意ください。 

＊連絡先 ０４５－８３２－２０００ 

 

（３）利用料金の支払方法 

   利用料金の支払いは、原則として口座引落しとし、当月分の利用料金は

翌月２７日（金融機関が休日の場合は翌営業日）に引き落としとなります。 

また、銀行振込または現金払いの場合は、当月分の利用料を翌月２０日

までに請求しますので、請求月の末日までに手続き願います。支払いの確

認後、領収書を発行します。 

 

（４）金銭・貴重品の管理 

   通常の活動に金銭は必要ありません。特別に必要な場合は、当事業所か

ら事前に連絡しますので、それ以外の金銭・貴重品は持ち込まないようお

願いします。 

 

９．サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

   サービスの提供の依頼を受けた後、契約を結び、第一号通所サービス（横

浜市通所介護相当サービス）計画書（以下、「通所サービス計画書」という）

を作成し、サービスの提供を開始します。 
＊介護予防ケアマネジメント Aの作成を依頼している場合は、事前に地域包括支援

センターへご相談ください。 

 

（２）サービスの終了 

ア．利用者の都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書で通知してくださ
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い。 

 

イ．事業者の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了する場合

があります。その場合は、終了１か月前までに文書で通知します。 

 

ウ．自動終了 

以下の場合は、双方の文書がなくても、自動的にサービスを終了しま

す。 

・利用者が介護保険施設等に入所した場合 

・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、要

介護または非該当（自立）と認定された場合 

・利用者が事業対象者の資格を喪失した場合 

・利用者が死亡した場合や被保険者資格を喪失した場合 

 

 エ．第一号通所サービス（横浜市通所介護相当サービス）（以下、「通所

サービス」という）の利用について 

・月のサービス利用日や回数については、利用者の状態の変化、介護予

防ケアマネジメント A に位置づけられた目標の達成度等を踏まえ、必

要に応じて変更することがあります。 

 ・利用者の体調不良や状態の改善等により、通所サービス計画書に定め

た期日よりも利用が少なかった場合、または通所サービス計画書に定

めた期日より多かった場合であっても、日割りでの割り引きまたは増

額はしません。 

 ・利用者の状態の変化等により、サービス提供量が通所サービス計画書

に定めた実施回数、時間等を大幅に上回る場合には、地域包括支援セ

ンターの担当者と調整のうえ、介護予防ケアマネジメント A の変更ま

たは認定申請の援助等必要な支援を行います。 

・以下の月途中の事由に該当する場合は、実際に利用した日数にかかわ

らず、サービス算定期間に応じた日数による日割りとなります。 

① 月の途中に開始した場合は、起算日から月末までの期間 

② 月の途中に終了した場合は、月初から起算日までの期間 

③ 月の途中に区分変更をした場合 

④ 転居等により事業所の変更をした場合 

 

オ．その他 

・事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反し

た場合、利用者や家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った

場合、または事業者が倒産した場合、利用者は文書で解約を通知する

ことによってすぐにサービスを終了することができます。 

・利用者が、サービス利用料金の支払いを２か月以上遅延し、料金を支

払うよう催告したにもかかわらず１４日以内に支払いがない場合、ま
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たは利用者や家族などが事業者や事業者のサービス従業者に対して本

契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知するこ

とにより、直ちにサービスを終了する場合があります。 

 

１０．禁止行為 

（１）利用者は、次の各号に掲げる事項について遵守しなければならない。 

ア．利用者は、事業所内において政治活動又は宗教活動その他、勧誘を行

ってはならない。 

イ．利用者は、事業所内に危険物を持ち込んではならない。 

ウ．利用者は、事業所内に動物を持ち込んではならない。 

エ．利用者は、けんか、口論、泥酔などで他の利用者等に迷惑を及ぼして

はならない。 

オ．利用者は、指定した場所以外で火気を用いることをしてはならない。 

カ．利用者は、故意に事業所もしくは物品に損害を与え、又はこれを持ち

出すことをしてはならない。 

 

１１．事業者の通所サービスの特徴 

（１）運営の方針 

   事業者の事業理念である「思いやりの心と確かな介護技術で、介護高齢

者の明るい未来を 」をモットーに、サービスを提供します。 

 

 

（２）通所サービスの提供概要 

   通所サービスの提供にあたっては、利用者の意思および人格を尊重し、

常に利用者の立場に立ち、公平中立なサービス提供をします。 

 

１２．事故発生時の対応 

（１） 事故が発生した場合は、家族に報告すると共に、事前の打ち合わせに基

づき、適切、且つ誠実な対応を行います。また、直ちに事故に至った経緯

および態様を調査し、事実を正確に把握します。 

 

（２） 事故発生後は速やかに市区町村および関係機関へ正確に事故発生の報告

をします。 

 

（３） 発生した事故を二度と繰り返さないための対策を早期に実施します。 

 

１３．緊急時の対応 

（１） 当事業所のサービス提供にあたり、けがや体調の急変等の事態が発生し

た場合は、事前の打合せに基づき、適切、且つ迅速な応急措置を講じます。 
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（２）利用者の生命・身体・健康に危険またはその恐れがあるときは、直ちに

医師および家族に連絡して必要な措置を講じます。 

 

（３） 緊急事態の発生に至った経緯および態様を速やかに精査し、正確な状 

況把握に努めます。 

 

医療機関等 

医療機関の名称 

診療科目 

主治医の氏名 

連絡先（電話） 

緊急連絡先 

氏 名                （続柄    ） 

連絡先（電話） 

氏 名                （続柄    ） 

連絡先（電話） 

 

１４．非常災害対策 

（１）避難対策 

非常災害が発生した場合、職員は利用者の避難等適切な措置を講じま 

す。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路および消防署

等協力機関との連携方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとります。 

 

（２）避難訓練 

   非常災害に備え、定期的に地域の消防署等協力機関と連携を図り、避難 

訓練を行います。 

 

（３）防犯・防災設備 

   消火器・火災報知設備、避難器具を設置しています。 

 

１５．身体的拘束等の禁止 

（１）事業者は、サービス提供に当たり身体的拘束その他利用者の行動を制限

する行為を原則行いません。但し、利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため、緊急やむを得ない場合は、この限りではないものとし

ます。 

（２）前項ただし書きの規定に基づき、身体的拘束等の行為を行った場合には、

事業者は、直ちにその日時、態様、利用者の心身の状況、緊急やむを得な

かった理由、その他必要な事項について、サービス提供記録等に記録しま

す。 
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１６．虐待の防止 

（１）事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げる必 

要な措置を講じます。 

ア．虐待防止に関する責任者を選定しています。 

   虐待防止に関する責任者：伊藤 俊哉 

イ．成年後見制度の利用を支援します。 

ウ．苦情解決体制を整備しています。 

エ．従業者に対する虐待防止を啓発、普及するための研修を実施していま

す。 

（２）事業者は、サービス提供中に介護事業所または擁護者（利用者の家族等

高齢者を現に擁護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見し

た場合は、速やかにこれを市区町村に通報します。 

 

１７．その他運営についての重要事項 

（１）従業者の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設けます。 

  ア． 採用時研修     採用後１ヶ月以内 

  イ． 経験に応じた研修  随時 

 

１８．損害賠償 

 サービス提供中に事業者のサービス提供に起因し、利用者に事故等が生

じ 

た場合は、法令および信義則に基づき、損害賠償の責を負います。 

 

１９．損害保険への加入 

    事業者は、前項による損害賠償の一部を担保するために、事業者介護事

業施設の利用者全員を対象に、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社の

社会福祉事業者向け総合保険に加入しています。 

 

２０．記録の保管 

     利用者へのサービス提供の記録は、５年間保管し、本人および家族の申

し出があった場合に限り、本人の記録の閲覧ができます。また、記録の写

しの交付を希望する場合は、郵送料など実費相当額を負担することにより、

請求することができます。 
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２１．サービス内容に関する苦情 

  ○ サービスに関する相談や苦情については、次の窓口に連絡願います。                    

お客様相談窓口 

電話    ０４５－８３２－２０００ 

ＦＡＸ    ０４５－８３０－４１０１ 

相談員   船越 真澄 

対応時間  １０：００～１６：００ 

 

 ○ 公的機関においても、苦情申出等ができます。                          

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部苦情申立 

機関 

機関名 神奈川県国民健康保険団体連合会 

連絡先 ０４５－３２９－３４４７ 

機関名 横浜市健康福祉局介護事業指導課 

連絡先 ０４５－６７１－２３５６ 

機関名 港南区役所 高齢・障害支援課 

連絡先 ０４５－８４７－８４９５ 

機関名 栄区役所 高齢支援担当 

連絡先 ０４５－８９４－８５４７ 

機関名 磯子区役所 高齢・障害支援課 

連絡先 ０４５－７５０－２４９４ 

機関名 戸塚区役所 高齢・障害支援課 

連絡先 ０４５－８６６－８４５２ 
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令和  年  月  日 

 

  通所サービスの提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて重要な

事項を説明しました。 

 

      事業者 

       所在地  横浜市港南区港南台６丁目５番１３号 

名 称  工藤建設株式会社 

デイサービス フローレンスケア港南台 

 

              説明者 

氏 名  船越  真澄      印 

 

 

  私は、本書面により、事業者から通所サービスについての重要事項の説明を

受け、同意のうえ交付を受けました。 

 

              利用者    住 所                     

 

氏 名               印 

 

              代理人または立会人 

            住 所                     

 

                        氏 名                         印（続柄   ） 
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2022.10.1 

 

【別紙】 

 

利 用 料 金 表 
 

１．通所サービス利用料金（※通所型独自サービス介護職員処遇改善加算Ⅰ、 

特定処遇改善加算Ⅰ、介護職員等ベースアップ等支援加算の料金を含む） 

 

① 通所型独自サービス【地域単価 10.72 円】          （月額） 

介護度 回数等 基本単位 自己負担額(1 割) 自己負担額(2 割)  自己負担額(3 割)  

事業対象者、

要支援 1・2 

週 1 回程度の通所

が必要とされた方 
1,672 単位 1,940 円 3,879 円 5,818 円 

事業対象者、

要支援 2 

週 2 回程度の通所

が必要とされた方 
3,428 単位 3,976 円 7,952 円 11,928 円 

 

② 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）【地域単価 10.72 円】 

介護度 基本単位／月 自己負担額(1 割)／月 自己負担額(2 割)／月 自己負担額(3割)／月 

共通 480 単位 557 円 1,113 円 1,669 円 

※③と④のサービスを組み合わせて実施した場合に算定できる加算のため、  

お休みなどにより基準を満たせず算定できなかった場合には、③または 

④の加算を算定させていただくこととなります。 

 

 ③運動器機能向上加算【地域単価 10.72 円】 

介護度 基本単位／月 自己負担額(1 割)／月 自己負担額(2 割)／月 自己負担額(3 割)／月 

共通 225 単位 261 円 521 円 782 円 

 

 ④口腔機能向上加算【地域単価 10.72 円】 

介護度 基本単位／月 自己負担額(1 割)／月 自己負担額(2 割)／月 自己負担額(3 割)／月 

共通 150 単位 175 円 350 円 525 円 

 

⑤若年性認知症受入加算【地域単価 10.72 円】 

介護度 基本単位／月 自己負担額(1 割)／月 自己負担額(2 割)／月 自己負担額(3 割)／月 

共通 240 単位 279 円 558 円 837 円 

 

⑥サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ【地域単価 10.72 円】 

介護度 回数等 基本単位/月 自己負担額(1 割)  自己負担額(2 割) 自己負担額(3 割) 

事業対象者、

要支援 1・2 

週 1 回程度の通所

が必要とされた方 
88 単位 102 円 204 円 306 円 

事業対象者、

要支援 2 

週 2 回程度の通所

が必要とされた方 
176 単位 204 円 408 円 611 円 



 12 

※①介護職員処遇改善加算（Ⅰ）、②介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）、③介護職

員等ベースアップ等支援加算を含めた利用料金総額の算出方法 

①介護報酬総単位数（基本サービス費＋各種加算）×加算率（5.9％）〈1 単位未満の端数四

捨五入〉＝金額 

②介護報酬総単位数（基本サービス費＋各種加算）×加算率（1.2％）〈1 単位未満の端数四

捨五入〉＝金額 

③介護報酬総単位数（基本サービス費＋各種加算) ×加算率（1.1％）〈１単位未満の端数四

捨五入〉＝金額 

 

（介護報酬総単位数＋①の金額＋②の金額＋③の金額）×1 単位の単価（10.72 円） 

＝利用料金総額 

 

 

２．その他サービス料金 

 

送迎代 

送迎の実施地域内は無料 

実施地域外は、利用回数 1 回当たり実施地域を越えたところか

ら１ｋｍにつき 143 円（税込） 

昼食代 １食あたり…750 円（非課税、おやつ代含む） 

教養娯楽費 
実費全額自己負担となります。（利用者の希望により提供した場

合） 

行事費 
実費全額自己負担となります。（利用者の希望により提供した場

合） 

その他 
おむつ代 120 円/枚（非課税）、パットは 50 円/枚（非課税）、

趣味活動などにかかる費用等は、実費全額自己負担となります。 

 

 

3. お支払額の目安 

お支払額の目安(日額)  

お支払額の目安(月額)  

※ ここに記載した金額はこの見積もりによる概算のものです。実際のお支払い

は、サービス内容の組み合わせ、ご利用状況などにより変動します。 

 

 

 

 

 

 



 13 

第一号通所サービス（横浜市通所介護相当サービス） 

利用契約書 

 

 

利用者氏名               

 

性別 男・女 生年月日 明・大・昭  年  月  日 

介護保険被保険者番号  

要介護認定の区分  

要介護認定の有効期間  

被保険者証記載の 

特記事項 

 

 

利用者代理人氏名                    

        （利用者との関係：          ） 

 

第一号通所サービス（横浜市通所介護相当サービス）の事業を行う者（以下「事

業者」という） 

 

事業者名   工藤建設株式会社 代表取締役 工藤 英司 

 

第一号通所事業所（横浜市通所介護相当サービス）（以下「事業所」という） 

事業所の指定番号：１４７３１０１０５１ 

 

事業所名   デイサービス フローレンスケア港南台 

 

 利用者        と事業者 工藤建設株式会社とは、第一号通所サー

ビス（横浜市通所介護相当サービス）（以下、「通所サービス」という）の利用

に関して、次のとおり契約します。 

 

第１条（契約の目的） 

事業者は、利用者に対し、介護保険法令の趣旨にしたがって、利用者が可 

能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう、利用者の生活機能の維持または向上をめざして支援する

ことを目的として、通所サービスを提供いたします。また、利用者および利
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用者代理人は、事業者に対し、利用契約書・重要事項説明書の定めを遵守し

て、通所サービスに対する利用料を事業所に支払います。 

 

第２条（契約期間と更新） 

  本契約の契約期間は、令和  年  月  日から利用者の要介護認定の

有効期間満了日までとします。なお、事業対象者については、その資格を失

った日を契約期間終了日とします。 

２ 契約期間満了日の 7 日前までに、利用者または利用者代理人から書面によ 

る解約の申し出がない場合、本契約は自動更新され、以降も同様とします。 

 

第３条（サービスの内容およびその提供） 

  事業者は、通所サービス計画書に基づき、次の各号の介護サービスを提供

します。 

（１） 通所サービスの対象として、下記の介護サービス等を提供します。 

   ア．日常生活介護 

イ．健康状態の確認 

ウ．機能訓練 

   エ．レクリエーション活動 

   オ．入浴 

   カ．食事の提供  

   キ．送迎 

   ク．生活相談 

   ケ．その他、必要な介護サービス 

 

（２）通所サービス対象外となる有料の各種サービスとして、別紙「重要事項

説明書」に記載のとおり提供します。 

２ 利用者は、介護サービス内容の変更を希望する場合には、事業者に申し 

入れることができます。変更可能な場合、事業者は利用者の希望に添うよ 

う努めるものとします。 

  ３ 事業者は、利用者が「通所サービス計画書」の変更を希望する場合には、

速やかに地域包括支援センターへの連絡調整等の援助を行います。 

 

第４条（サービス提供の記録） 

  事業者は、通所サービスの実施ごとに、介護サービスの内容等を記録票に

記入します。 
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２ 事業者は、介護サービス提供の記録票を作成することとし、この契約の終 

了後５年間保管します。 

３ 本人および家族の申し出があった場合に限り、本人の記録の閲覧ができま

す。また、記録の写しの交付を希望する場合は、郵送料など実費相当を負担す

ることにより、請求することができます。 

 

第５条（利用料等の支払） 

  利用者または利用者代理人は、事業者に対し、通所サービスの対価として、 

別紙「重要事項説明書」に定める利用単位毎の料金をもとに計算された合計 

額を支払います。 

ただし、介護保険法等の関係法令の改正により利用者負担金の改定が必要 

となった場合、改定後の金額を適用するものとします。この場合には、事業

者は、法令改正後速やかに利用者に対し、改正の施行時期および改定後の金

額を通知し、本契約の継続について確認するものとします。 

２ 事業者は、利用者が事業者に支払うべき通所サービスに要した利用料等に 

ついて、利用者が介護サービス費として保険者より支給を受ける額の限度に 

おいて、利用者に代わって保険者より支払いを受けます。（以下「法定代理受 

領サービス」という）。 

３ 以下の月途中の事由に該当する場合は、実際に利用した日数にかかわらず、

サービス算定期間に応じた日数による日割りとなります。 

ア． 月の途中に開始した場合は、起算日から月末までの期間 

イ． 月の途中に終了した場合は、月初から起算日までの期間 

ウ． 月の途中に区分変更をした場合 

エ． 転居等により事業所の変更をした場合 

４ 事業者は、当月の利用料の合計額の請求に明細を付して、翌月２０日まで 

に利用者に送付します。 

５ 利用者は、当月の利用料の合計額を、利用者の指定する預金口座より翌月 

２７日（金融機関が休日の場合は翌営業日）に口座引落しにより支払うもの

とします。 

６ 事業者は、利用者または利用者代理人から利用料等の支払いを受けたとき 

は、利用者または利用者代理人に対し、領収書を発行します。 

 

第６条（利用者負担金の滞納） 

    利用者が正当な理由なく利用者負担金を２か月分以上滞納した場合には、 

事業者は文書により１４日以上の期間を定めて、その期間内に滞納額の全額 

を支払わなければ、契約を解約する旨の催告をすることができます。 
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２ 前項の催告をしたときは、事業者は「介護予防ケアマネジメント A」を作

成した地域包括支援センターと協議し、利用者の日常生活を維持する見地か

ら「介護予防ケアマネジメント A」の変更、介護保険外の公的サービスの利

用等について必要な協議を行うようにするものとします。 

３ 事業者は、前項に定める調整の努力を行い、かつ第１項に定める期間が満

了した場合には、文書で通知することにより、この契約を解約することがで

きます。 

４ 事業者は、前項の規定により解約に至るまでは、滞納を理由として介護サ

ービスの提供を拒むことはありません。 

 

第７条（法定代理受領サービス以外のサービス提供証明書の交付） 

事業者は、法定代理受領サービスに該当しない介護サービスを提供した場 

合において、利用者または利用者代理人から利用料の支払いを受けたときは、

利用者が償還払いを受けることができるように、利用者または利用者代理人

に対してサービス提供証明書を交付します。サービス提供証明書には、提供

した各種サービスの種類、内容、利用単位、費用等を記載します。 

 

第８条（サービスの中止） 

  事業者は、利用者の体調不良等の理由により、通所サービスの実施が困難

と判断した場合、サービスを中止することができます。この場合の取扱いに

ついては重要事項説明書に記載したとおりです。 

２ 利用者は、事業者に対して、通所サービス提供日の前営業日午後５時３０

分までに通知することにより、利用料を負担することなく通所サービスの利

用を中止することができます。 

３ 利用者は、事業者に対して、通所サービス提供日の午前８時３０分までに

通知し、中止した場合は、事業者は利用者に対して重要事項説明書に定める

計算方法により、利用料の一部を請求することができます。この場合の利用

料は第５条の他の料金の支払いと合わせて請求します。 

４ 利用者が通所サービス提供日の午前８時３０分までに通知することなくサ

ービスの利用を中止した場合は、事業者は利用者に対して重要事項説明書に

定める計算方法により、利用料の全部を請求することができます。この場合

の利用料は第５条の他の料金の支払いと合わせて請求します。 

５ 事業者は、利用者の体調不良や状態の改善等により「通所サービス計画書」

に定めた期日よりも利用が少なかった場合、または「通所サービス計画書」

に定めた期日よりも多かった場合であっても、利用料金の日割りでの割引ま
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たは増額はしません。 

 

第９条（契約の終了） 

  利用者は事業者に対して、1 週間の予告期間をおいて文書で通知すること 

により、この契約を解約することができます。 

ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情がある場合は、予 

告期間が 1 週間以内の通知でもこの契約を解除することができます。 

２ 事業者はやむを得ない事情がある場合、利用者に対して、1 か月間の予告 

期間をおいて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解除する

ことができます。 

３ 次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより、直ちに 

この契約を解除することができます。 

ア．事業者が正当な理由なくサービス提供しない場合 

 イ．事業者が守秘義務に反した場合 

 ウ．事業者が利用者やその家族などに対して社会通念を逸脱する行為をと

った場合 

 エ．事業者が倒産した場合 

４ 次の事由に該当した場合は、事業者は文書で通知することにより、直ちに 

この契約を解約することができます。 

  ア．利用者のサービス利用料金の支払いが２か月以上遅延し、料金を支払

うよう催告したにもかかわらず１４日以内に支払われない場合 

  イ．利用者が正当な理由なくサービスの中止をしばしば繰り返した場合、

または利用者の入院もしくは病気等により、３か月以上にわたってサー

ビスが利用できない状態であることが明らかになった場合 

  ウ．利用者またはその家族が事業者やサービス従業者または他の利用者に

対して、この契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合 

５ 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

  ア．利用者が介護保険施設等に入所した場合 

  イ．利用者の要介護認定区分が、要介護または非該当（自立）と認定され

た場合 

ウ．利用者が事業対象者の資格を喪失した場合 

エ．利用者が死亡した場合や被保険者資格を喪失した場合 
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第１０条（契約終了時の援助） 

    事業者は、契約を解約または終了する場合には、あらかじめ必要に応じて 

主冶医および地域包括支援センターへ情報の提供を行うほか、その他の保険

医療サービスまたは福祉サービス提供者と連携し、利用者に対し必要  な

援助を行います。 

 

第１１条（秘密保持） 

 事業者は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族、利用者代

理人等に関する秘密、個人情報については、利用者または第三者の生命、身

体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約

終了後、第三者に漏らすことのないよう守秘義務を厳守します。 

２ 事業者は、あらかじめ文書により利用者又は利用者代理人の同意を得た場

合は、前項の規定にかかわらず、一定の条件の下で情報を提供することがで

きるものとします。 

３ 利用者等は、本事業所で知り得た、他の利用者情報の秘密保持を厳守しま

す。 

４ 従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持します。 

５ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持さ

せるため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨

を、従業者との雇用契約の内容とします。 

 

第１２条（損害賠償） 

事業所は、通所サービスの提供に伴い、事業所の法的根拠のある責めに帰 

すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合は利用者

に対しその損害を賠償するものとします。 

２ 事業者は、前項の損害賠償を担保するために、損害賠償責任保険に加入し 

ます。 

３ 利用者は、利用者または利用者代理人もしくはその家族の故意または過失 

により、他の利用者の生命・身体・財産に侵害を及ぼした場合、事業所の運 

営・財産等に損害を及ぼした場合、同職員の生命・身体・財産に損害を及ぼ

した場合は、その損害を賠償するものとします。 

第１３条（緊急時における対応策） 

事業者は、通所サービスの提供を行っているときに、利用者の心身の状態

に異変その他緊急事態が生じた場合、家族または緊急連絡先へ連絡するとと

もに、速やかに主治医等への連絡を取る等必要な措置を講じます。 
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第１４条（連携） 

事業者は、通所サービスの提供にあたり、地域包括支援センターおよび保健

医療サービスまたは福祉サービスを提供する者と密接な連携に努めます。 

 

第１５条（相談・苦情対応） 

利用者または利用者代理人からの相談・苦情に対応する窓口を設置し、通 

所サービスに関する利用者・利用者代理人およびその家族の相談・要望・苦

情等に対し、速やかに対応します。 

２ 事業者は、利用者・利用者代理人またはその家族が苦情の申し立てを行っ

た場合、これを理由としていかなる不利益な扱いをしません。 

 

第１６条（合意管轄） 

本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者・利用者代理人およ 

び事業者は、横浜地方裁判所を第一審管轄裁判所とすることをあらかじめ合

意します。 

 

第１７条（契約に定めのない事項） 

  本契約は、介護保険法に基づくサービスおよび同一種類の介護保険外サー 

ビス（利用限度額を超えるサービス）を対象としたものであるため、利用者 

がこれ以外のサービスを希望する場合には、別途契約するものとします。 

２ 本契約に定めのない事項および疑義がある場合は、介護保険法令その他法 

令の定めるところにより、利用者・利用者代理人および事業者が協議のうえ、 

誠意をもって処理するものとします。 

 

以上の契約の証として本契約書を２通作成し、利用者・利用者代理人および 

事業者は記名押印のうえ、利用者・利用者代理人および事業者は各 1 通を保有

します。 
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令和  年  月  日 

   

 

事業者 

        所在地  横浜市港南区港南台６丁目５番１３号 

名 称  工藤建設株式会社 

デイサービス フローレンスケア港南台 

 

              管理者       

氏 名   奥 知子       印 

 

 

              利用者 

    住 所                    

 

氏 名            印 

 

              代理人 

                 住 所                    

 

                        氏 名                     印（続柄    ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022.4.1 


